
６．個 別 財 務 諸 表
(1) 比 較 貸 借 対 照 表

前 期 当 期 比 較 増 減
期 別 （平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在） （△ は 減）

科 目
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額

（資 産 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円
Ⅰ 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ５，３８８，９６８ ５，７５２，１９７ ３６３，２２９

売 掛 金 １４，８２９ １０，９８１ △ ３，８４７

半 製 品 ９６，２６１ ９２，８６６ △ ３，３９５

原 材 料 １，４１６，６６４ ５８２，１０３ △ ８３４，５６１

貯 蔵 品 ７，２６６ １３，０９８ ５，８３１

前 払 費 用 ３７２，６４３ ４４２，３４９ ６９，７０６

繰 延 税 金 資 産 ２１０，３９０ ３８５，６７５ １７５，２８５

短 期 貸 付 金 １３，９３５ ９，４８２ △ ４，４５３

そ の 他 １６３，５８２ １０１，８４２ △ ６１，７３９

流 動 資 産 合 計 ７，６８４，５４１ ２２．１ ７，３９０，５９７ １８．５ △ ２９３，９４３

Ⅱ 固 定 資 産
1. 有 形 固 定 資 産

建 物 １，４０９，０８５ １，８３０，３５３ ４２１，２６８

建 物 附 属 設 備 ６，０９７，９４８ ６，４９２，０７９ ３９４，１３０

構 築 物 １５７，３９５ ３３２，２７６ １７４，８８１

機 械 及 び 装 置 ６３０，９５３ ８４２，２８２ ２１１，３２８

車 両 運 搬 具 ２１，８７５ ２０，９４９ △ ９２５

工 具 器 具 備 品 １，７７０，６８４ ２，１２３，８２９ ３５３，１４５

土 地 ２，８９２，０５９ ６，１９７，００７ ３，３０４，９４８

建 設 仮 勘 定 ８，４１５ ２５，３２６ １６，９１０

有 形 固 定 資 産 合 計 １２，９８８，４１７ ３７．２ １７，８６４，１０５ ４４．８ ４，８７５，６８７

2. 無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア ９０，８３７ ９３，０８５ ２，２４８

電 話 加 入 権 １６，４６５ １６，４６５

そ の 他 ８１ ７１ △ １０

無 形 固 定 資 産 合 計 １０７，３８４ ０．３ １０９，６２２ ０．３ ２，２３８

3. 投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 ４２，９９０ ２６，２６１ △ １６，７２８

関 係 会 社 株 式 ３３０，０００ ５４５，３９０ ２１５，３９０

出 資 金 １，３８４ １，０３１ △ ３５３

長 期 貸 付 金 ２７，５９３ ２１，０５８ △ ６，５３４

従業員長期貸付金 １１，８８２ ７４０ △ １１，１４１

長 期 前 払 費 用 １，０９６，８６８ １，０３８，５６０ △ ５８，３０８

保 証 金 ・ 敷 金 １０，７０２，６６１ １１，４２３，８２９ ７２１，１６８

契 約 仮 勘 定 ４４３，５９５ ２２８，７０５ △ ２１４，８８９

繰 延 税 金 資 産 ３７６，０７７ ２７０，５２６ △ １０５，５５０

投 資 建 物 等 １０９，５３６ ９６，１２８ △ １３，４０８

投 資 土 地 ６０３，５５６ ６０３，５５６

会 員 権 ３５，３６６ ３５，３６６

そ の 他 ３０７，４８１ ２０７，０９２ △ １００，３８９

貸 倒 引 当 金 △ １９，６５６ △ １７，６７２ １，９８４

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １４，０６９，３３７ ４０．４ １４，４８０，５７５ ３６．４ ４１１，２３８

固 定 資 産 合 計 ２７，１６５，１３９ ７７．９ ３２，４５４，３０３ ８１．５ ５，２８９，１６４

資 産 合 計 ３４，８４９，６８０ １００．０ ３９，８４４，９０１ １００．０ ４，９９５，２２０

（ 注 ） 千円未満は切捨てております。
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前 期 当 期 比 較 増 減
期 別 （平成１４年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在） （△ は 減）

科 目
金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額

（負 債 の 部） 千円 ％ 千円 ％ 千円
Ⅰ 流 動 負 債

買 掛 金 １，１４０，０８９ ９９９，７２７ △ １４０，３６１

一 年 以 内 返 済
予 定 長 期 借 入 金 １，４１９，７２９ １，６５８，９４２ ２３９，２１３

未 払 金 ２，１９５，２８３ １，７７８，０８６ △ ４１７，１９６

未 払 費 用 １０５ ６２，０９９ ６１，９９４

未 払 法 人 税 等 ９７１，８０４ １，７５８，５３４ ７８６，７３０

未 払 消 費 税 等 １２６，１４１ ４８９，９５９ ３６３，８１８

預 り 金 ９４，２２６ ５３，３５７ △ ４０，８６９

前 受 収 益 １８，０３０ １９，７０１ １，６７０

賞 与 引 当 金 ４５０，８７１ ５９１，５５９ １４０，６８８

そ の 他 ４９，６５２ ４９，８７２ ２１９

流 動 負 債 合 計 ６，４６５，９３４ １８．６ ７，４６１，８４１ １８．７ ９９５，９０６

Ⅱ 固 定 負 債

長 期 借 入 金 ３，８７３，６９７ ５，６５３，５５５ １，７７９，８５８

長 期 預 り 保 証 金 １３１，３４２ １５４，９０８ ２３，５６６

役員退職慰労引当金 ３１１，５８３ ４２８，４００ １１６，８１７

退 職 給 付 引 当 金 ３２９，４６２ △ ３２９，４６２

固 定 負 債 合 計 ４，６４６，０８４ １３．３ ６，２３６，８６３ １５．７ １，５９０，７７８

負 債 合 計 １１，１１２，０１８ ３１．９ １３，６９８，７０４ ３４．４ ２，５８６，６８５

（資 本 の 部）
Ⅰ 資 本 金 ６，６５５，９３２ １９．１ △ ６，６５５，９３２

Ⅱ 資 本 準 備 金 ６，９６３，１４４ ２０．０ △ ６，９６３，１４４

Ⅲ 利 益 準 備 金 ２０９，２７６ ０．６ △ ２０９，２７６

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金
任 意 積 立 金

土 地 圧 縮 積 立 金 ７１，５６３ △ ７１，５６３

別 途 積 立 金 ７，７４７，０００ △ ７，７４７，０００

当 期 未 処 分 利 益 ２，０９９，２５１ △ ２，０９９，２５１
（うち当期純利益） （ ２，００３，７３５ ） （ ） （△ ２，００３，７３５ ）

その他の剰余金合計 ９，９１７，８１４ ２８．４ △ ９，９１７，８１４

Ⅴ その他有価証券評価差額金 △ ７，４６９ △ ０．０ ７，４６９

Ⅵ 自 己 株 式 △ １，０３７ △ ０．０ １，０３７

資 本 合 計 ２３，７３７，６６１ ６８．１ △２３，７３７，６６１

Ⅰ 資 本 金 ６，６５５，９３２ １６．７ ６，６５５，９３２

Ⅱ 資 本 剰 余 金

１．資 本 準 備 金 ６，９６３，１４４ ６，９６３，１４４

資 本 剰 余 金 合 計 ６，９６３，１４４ １７．５ ６，９６３，１４４

Ⅲ 利 益 剰 余 金

１．利 益 準 備 金 ２０９，２７６ ２０９，２７６

２．任 意 積 立 金

土 地 圧 縮 積 立 金 ７１，５６３ ７１，５６３

別 途 積 立 金 ９，２４７，０００ ９，２４７，０００

３．当 期 未 処 分 利 益 ３，００８，０００ ３，００８，０００
（うち当期純利益） （ ） （ ２，８９３，８６７ ） （ ２，８９３，８６７ ）

利 益 剰 余 金 合 計 １２，５３５，８４０ ３１．４ １２，５３５，８４０

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △ ４，５４７ △ ０．０ △ ４，５４７

Ⅴ 自 己 株 式 △ ４，１７２ △ ０．０ △ ４，１７２

資 本 合 計 ２６，１４６，１９６ ６５．６ ２６，１４６，１９６

負 債・資 本 合 計 ３４，８４９，６８０ １００．０ ３９，８４４，９０１ １００．０ ４，９９５，２２０

（ 注 ） 千円未満は切捨てております。
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(2)比較損益計算書

期 別 前 会 計 期 間 当 会 計 期 間 比 較 増 減
自 平成１３年４月 １日 自 平成１４年４月 １日

科 目 至 平成１４年３月３１日 至 平成１５年３月３１日 （△ は 減 ）

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額

千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ 売 上 高 ４３，８６１，０４７ １００．.０ ５０，６６０，３０９ １００．.０ ６，７９９，２６２

Ⅱ 売 上 原 価 １４，４４８，２７０ ３２．.９ １５，７１３，５５７ ３１．.０ １，２６５，２８７

売 上 総 利 益 ２９，４１２，７７７ ６７．.１ ３４，９４６，７５２ ６９．.０ ５，５３３，９７５

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ２５，２４７，７１２ ５７．.６ ２９，２９３，１２８ ５７．.８ ４，０４５，４１５

営 業 利 益 ４，１６５，０６４ ９．.５ ５，６５３，６２４ １１．.２ １，４８８，５５９

Ⅳ 営 業 外 収 益

受 取 利 息 １１，０９７ １４，１７５ ３，０７８

受 取 配 当 金 ４８，３３４ ８９，２７１ ４０，９３６

賃 貸 収 入 １６８，２７３ ２３３，３１１ ６５，０３８

そ の 他 ５７，８０１ ２８５，５０７ ０．.６ ６３，６０４ ４００，３６３ ０．.７ ５，８０２ １１４，８５５

5 営 業 外 費 用

支 払 利 息 １００，６９４ １１５，２３４ １４，５４０

賃 貸 費 用 １１７，９９８ ２０５，１８０ ８７，１８２

有価証券売却損 ２３ △ ２３

そ の 他 ４０，８０３ ２５９，５１９ ０．.６ ２１，１３９ ３４１，５５４ ０．.６ △ １９，６６４ ８２，０３４

経 常 利 益 ４，１９１，０５２ ９．.５ ５，７１２，４３３ １１．.３ １，５２１，３８０

Ⅵ 特 別 利 益

前期損益修正益 ２，０００ ２，０００

退職年金終了益 ２１２，２２９ ２１２，２２９

貸倒引当金戻入益 １，９８４ ２１６，２１３ ０．.４ １，９８４ ２１６，２１３

Ⅶ 特 別 損 失

固定資産除却損 ９７，３７２ ４８，８０１ △ ４８，５７１

投資有価証券評価損 １５，１１７ ２１，４５０ ６，３３３

証券投資信託償還差損 ４，７７０ △ ４，７７０

店 舗 撤 退 損 失 ７８，５６０ ８８，０４３ ９，４８３

役 員 退 職 金 ３４，９１７ ３４，９１７

過年度役員退職
慰労引当金繰入額 １０５，０４０ ９９，０４０ △ ６，０００

会 員 権 評 価 損 ８，２８７ △ ８，２８７

保 証 金 償 却 ２２，４５１ ２２，４５１

保 険 解 約 損 ２１，０２１ ２１，０２１

貸倒引当金繰入 ２，４０２ ３１１，５４９ ０．.７ ３３５，７２５ ０．.７ △ ２，４０２ ２４，１７５

税 引 前 当 期 純 利 益 ３，８７９，５０２ ８．.８ ５，５９２，９２１ １１．.０ １，７１３，４１９

法人税、住民税及び事業税 ２，０３７，０１６ ２，７７１，１６５ ７３４，１４９

法 人 税 等 調 整 額 △ １６１，２４９ １，８７５，７６６ ４．.３ △ ７２，１１１ ２，６９９，０５４ ５．.３ ８９，１３８ ８２３，２８７

当 期 純 利 益 ２，００３，７３５ ４．.５ ２，８９３，８６７ ５．.７ ８９０，１３１

前 期 繰 越 利 益 ３２４，２８２ ３４２，８８９ １８，６０７

中 間 配 当 額 ２２８，７６６ ２２８，７５６ △ ９

当 期 未 処 分 利 益 ２，０９９，２５１ ３，００８，０００ ９０８，７４８

（ 注 ） 千円未満は切捨てております。
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(4) 比 較 利 益 処 分 案

前 期 当 期 比 較 増 減

摘 要 平成１４年３月期 平成１５年３月期 （△は減 ）

金 額 金 額 金 額

千円 千円 千円

当期未処分利益 ２，０９９，２５１ ３，００８，０００ ９０８，７４８

これを次のとおり

処分いたします。

配 当 金 ２２８，７６１ ２８５，９３２ ５７，１７０

（１株につき１２円００銭） （１株につき１５円００銭）

役 員 賞 与 金 ２７，６００ ２６，５６０ △ １，０４０

（うち監査役分） （ １，３００ ） （ ２，５６０ ） （ １，２６０ ）

任 意 積 立 金 １，５００，０００ ２，００２，４６７ ５０２，４６７

土地圧縮積立金 ２，４６７ ２，４６７

別 途 積 立 金 １，５００，０００ ２，０００，０００ ５００，０００

次 期 繰 越 利 益 ３４２，８８９ ６９３，０４０ ３５０，１５０

（ 注 ）1. 配当金は、自己株式を除いて算出しております。（前期 ４７８株 、当期 １，８０８株）

2. 千円未満は切捨てております。

３．土地圧縮積立金は、地方税法等の一部を改正する法律（平成１５年法第９号）の公布に伴う、法定実効税率の変更に
よるものであります。

重 要 な 会 計 方 針

. 有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式 移動平均法による原価法

そ の 他 有 価 証 券
時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

２．デリバティブ取引

時価法によっております。

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

半 製 品・原 材 料 月別移動平均法による原価法

貯 蔵 品 最 終 仕 入 原 価 法

４．固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）

については、定額法）なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。

建 物 … ７ ～ ４７年

建物附属設備 … ３ ～ ２２年

構 築 物 … ７ ～ ５０年

機械及び装置 … ５ ～ ３０年

車 両 運 搬 具 … ４ ～ ６年

工具器具備品 … ２ ～ １５年
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無 形 固 定 資 産 定額法（ただし、自社利用ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間

（５年）による定額法）

長 期 前 払 費 用 定額法

投 資 建 物 等 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法）なお、主な耐用年数は、７年～３０年であります。

５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

６．引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。なお、

過年度相当額（４９５，２００千円）については、５年間で繰り入れることとしております。

（追 加 情 報）

退 職 給 付 会 計

当社は確定拠出年金法の施行に伴い、平成１４年１０月より「確定給付型年金制度」から「確定拠出型年金制度」及び「退職金前払

制度」へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用しております。この移行に

伴う影響額は、特別利益として２１２，２２９千円計上しております。

７．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

８．消費税等の処理方法

税抜方式によっております。
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会 計 方 針 の 変 更

自己株式及び法定準備金取崩等会計

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以降に適用されることになったことに伴

い、当期から同会計基準を適用しております。これによる当期の損益に与える影響は軽微であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改正後の財務諸表等規則により作成しております。

１株当たり当期純利益に関する会計基準等

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成１４年４月１日以降開始する事業年度に係る財務諸表から適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準

及び適用指針を適用しております。なお、同会計基準及び適用指針を前期に適用して算定した場合の１株当たり純資産額は１，２４３円７４銭、

１株当たり当期純利益金額は１０３円６６銭となります。
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注記事項

（貸借対照表関係）
（ 千 円 ）

期 別 前 期 当 期

項 目 （平 成１４年３月３１日現在） （平 成１５年３月３１日現在）

千円 千円

１．有形固定資産の減価償却累計額 ８，５２３，２５６ １０，５１３，４９２

２．投資不動産の減価償却累計額 ３２１，０１５ ３３４，４２３

３．担保に供している資産

建 物 ９０９，４８５ ８５３，０８３

土 地 ２，８１５，７０５ ２，８１５，７０５

保 証 金 ・ 敷 金 ９５１，０３３ ８８２，４４７

計 ４，６７６，２２５ ４，５５１，２３６

上記物件に対応する債務

長 期 借 入 金 ３，１２５，３２７ ４，５６６，４０５

一年以内返済予定
長 期 借 入 金 １，１０４，１８８ １，３６９，５４２

計 ４，２２９，５１５ ５，９３５，９４７

４．授権株式数及び発行済株式総数

授 権 株 式 数 ７０，０００，０００ 株 ７０，０００，０００ 株

発行済株式総数 １９，０６３，９６８ 株 １９，０６２，１６０ 株

５．自己株式 当社が保有する自己株式の数は、普通

株式１，８０８株であります。

６．配当制限 貸借対照表に「その他有価証券評価差 貸借対照表に「その他有価証券評価差

額金」△７，４６９千円及び「自己株式」 額金」△４，５４７千円及び「自己株式」

△１，０３７千円が計上されているため、 △４，１７２千円が計上されているため、

その他の剰余金のうち８，５０６千円は商 その他の剰余金のうち８，７２０千円は商

法２９０条第１項の規定により、利益配 法２９０条第１項の規定により、利益配

当に充当することが制限されています。 当に充当することが制限されています。

７．関係会社項目

関係会社に対する資産及び負債

未 収 入 金 ４０，９１４ ４１，６０１

未 払 金 ２８７，０７４ ２５４，３６２

前 受 収 益 ９，７７２ ８，０８７
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（損益計算書関係）
（ 千 円 ）

期 別 前 会 計 期 間 当 会 計 期 間

自 平成１３年４月 １日 自 平成１４年４月 １日

項 目 至 平成１４年３月３１日 至 平成１５年３月３１日

１．関係会社との取引

関係会社との取引に係るものが、次の

とおり含まれております。

関係会社 その他手数料 ３，０９５

関係会社 賃貸収入 ６９，３２１ ９８，５７６

関係会社 受取利息
及 び 配 当 金 ４８，０００ ８９，１１６

関 係 会 社 雑 収 入 ９，７４２

２．販売費及び一般管理費の主要な 販売費に属する費用のおおよその割合 販売費に属する費用のおおよその割合
費目及び金額

は８８．３％であり、一般管理費に属 は８８．４％であり、一般管理費に属

する費用のおおよその割合は１１．７ する費用のおおよその割合は１１．６

％であります。主要な費目及び金額は ％であります。主要な費目及び金額は

次の通りであります。 次の通りであります。

役 員 報 酬 １４９，８６２ １６０，７８５

給 与 手 当 ２，３８４，７８９ ２，９１２，８７２

賞 与 引 当 金 繰 入 ４１７，１４１ ５４６，４３７

役員退職慰労引当金繰入 ６８，５５０ ３６，７００

退 職 給 付 費 用 ２８５，３６５ ２９３，１７２

雑 給 ８，１７７，４３９ ９，５６７，９６４

水 道 光 熱 費 １，６３６，０７４ １，９４１，７７１

地 代 家 賃 ３，７４４，５０３ ４，５９８，２１１

減 価 償 却 費 １，５３１，８３１ １，９２８，３５８

３．固定資産除却損の内訳

建 物 附 属 設 備 ７２，２０２ １８，３９２

機 械 及 び 装 置 ２，７７３ １，１５４

車 両 運 搬 具 １９７ ６３

工 具 器 具 備 品 ２２，１９８ ２５，５３５

建 設 仮 勘 定 ３，６５５

計 ９７，３７２ ４８，８０１

４．店舗撤退損失の内訳

建 物 附 属 設 備 ４６，５１９ ４９，７２１

工 具 器 具 備 品 ４，９７１ ９，４０８

保証金一括償却 １６，６２３ ２０，０９２

撤 去 費 用 １０，４４５ ８，８２２

計 ７８，５６０ ８８，０４３
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①（リ ー ス 取 引）
（ 千 円 ）

期 別 前 会 計 期 間 当 会 計 期 間
自 平成１３年４月 １日 自 平成１４年４月 １日

項 目 至 平成１４年３月３１日 至 平成１５年３月３１日

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引

1. リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

資 産 項 目 工具器具備品 工具器具備品

千円 千円

取 得 価 額 相 当 額 ３５４，１５３ ５７，９６６

減価償却累計額相当額 ２９１，７２４ ４６，３７３

期 末 残 高 相 当 額 ６２，４２９ １１，５９３

なお、取得価格相当額は、未経過リース料 なお、取得価格相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高等に占 期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法によ める割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 り算定しております。

2. 未経過リース料の期末残高相当額
千円 千円

１ 年 以 内 ５０，８３６ １１，５９３

１ 年 超 １１，５９３

合 計 ６２，４２９ １１，５９３

なお、未経過リース料期末残高相当額 なお、未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に占める は、有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により 割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 算定しております。

3. 支払リース料及び減価償却費相当額
千円 千円

支 払 リ ー ス 料 ７６，８６６ ５０，８３６

減価償却費相当額 ７６，８６６ ５０，８３６

4. 減価償却費相当額の算定方法 リース期間を耐用年数とし、残存価額を リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法により算定しております。 零とする定額法により算定しております。

② （有 価 証 券）

前期（平成１４年３月３１日現在）及び当期（平成１５年３月３１日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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③ （税 効 果 会 計）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因内訳
（千円未満は切捨て表示）

前 期 当 期
（平 成１４年３月３１日現在） （平 成１５年３月３１日現在）

千 円 千 円

繰 延 税 金 資 産（流 動） 繰 延 税 金 資 産（流 動）

賞与引当金繰入限度超過額 １２５，１５４ 賞与引当金繰入限度超過額 ２１０，８５４

未 払 事 業 所 税 １４，４０７ 未 払 事 業 所 税 １６，６３２

未 払 事 業 税 ７０，８２８ 未 払 事 業 税 １３２，１２３

繰延税金資産（流動）小計 ２１０，３９０ そ の 他 ２６，０６５

繰延税金資産（流動）小計 ３８５，６７５

繰 延 税 金 資 産（固 定） 繰 延 税 金 資 産（固 定）

繰延資産償却超過 １９，２６３ 減 価 償 却 超 過 額 １２，７５３

一括償却資産損金算入限度超過額 ９７，９９０ 一括償却資産損金算入限度超過額 ９９，１００

貸倒引当金繰入限度超過額 ８，０２４ 貸倒引当金繰入限度超過額 ６，９９４

退職給付引当金超過額 １３８，３７４ 役員退職慰労引当金 １７１，３６０

役員退職慰労引当金 １３０，８６４ 会員権評価損否認額 ２６，６４０

会員権評価損否認額 ２７，９７２ その他有価証券評価差額金 ３，０３１

その他有価証券評価差額金 ５，４０８ 繰延税金資産（固定）小計 ３１９，８８０

繰延税金資産（固定）小計 ４２７，８９９ 繰延税金負債（固 定）

繰延税金負債（固 定） 土地圧縮積立金認容 △ ４９，３５３

土地圧縮積立金認容 △ ５１，８２１ 繰延税金負債（固定）小計 △ ４９，３５３

繰延税金負債（固定）小計 △ ５１，８２１
繰延税金資産の純額 ６５６，２０２

繰延税金資産の純額 ５８６，４６８

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

前 期 当 期
項 目

（平 成１４年３月３１日現在） （平 成１５年３月３１日現在）

法定実効税率 ４２．０ ％ ４２．０ ％

（調 整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 １．８ ％ ０．６ ％

同族会社の留保金額に対する税額 ２．９ ％ ３．４ ％

住民税均等割等 ２．７ ％ ２．４ ％

受 取 配 当 金 益 金 不 算 入 △ １．２ ％ △ １．６

税率変更による期末繰延税金資産の減少項目 ０．２

そ の 他 ０．２ ％ １．３ ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４８．４ ％ ４８．３ ％

３．法人税等の税率の変更

地方税法等の一部を改正する法律（平成１５年法第９号）が平成１５年３月３１日に公布されたことに伴い、当期の繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前期の４２．０％から、固定区分について４０．０％に変更しております。

これによる当期の影響額は、繰延税金資産（固定）（繰延税金負債（固定）の金額を控除した金額）が１３，５２６千円、法人税等調整額

が１３，３７４千円減少し、その他有価証券評価差額金が１５１千円増加しております。
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④ （１ 株 当 た り 情 報）

（千円未満は切捨て表示）

前 会 計 期 間 当 会 計 期 間
自 平成１３年４月 １日 自 平成１４年４月 １日
至 平成１４年３月３１日 至 平成１５年３月３１日

１株当たり純資産額 １，２４５円１９銭 １株当たり純資産額 １，３７０円２３銭

１株当たり当期純利益金額 １０５円１１銭 １株当たり当期純利益金額 １５０円４１銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新

株引受権方式によるストックオプション制を採用しておりますが、 株予約権方式によるストックオプション制を採用しておりますが、

新株予約権に係るプレミアムが生じていないため記載しておりま 新株予約権に係るプレミアムが生じていないため記載しておりま

せん。 せん。

（注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前 会 計 期 間 当 会 計 期 間
項 目 自 平成１３年４月 １日 自 平成１４年４月 １日

至 平成１４年３月３１日 至 平成１５年３月３１日

当 期 純 利 益 ２，８９３，８６７ 千円

普通株主に帰属しない金額 ２６，５６０ 千円

（うち利益処分による役員賞与金） （２６，５６０ 千円）

普通株式に係る当期純利益 ２，８６７，３０７ 千円

期 中 平 均 株 式 数 １９，０６２，９５８ 株
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７． 役 員 の 異 動

１．代表者の異動

該当事項はありません。

２．　　　　　　　その他の役員の異動 （平成１５年６月２４日付予定）

（１）新任取締役候補

該当事項はありません。

（２）退任予定取締役

専 務 取 締 役 新堀順一 （常勤監査役 就任予定）

（３）新任監査役候補

（常勤） 監査役 新堀順一 （現 専務取締役）

（非常勤）監査役 濱 洲

（注）濱洲氏は「株式会社の監査役等に関する特例に関する法律」（第１８条１項）に定める「社外監査役」であります。

（４）退任予定監査役

（常勤） 監査役 蔦井清弘

（常勤） 監査役 宮腰智裕

（５）昇格予定取締役

該当事項はありません。

３．就任予定日

平成１５年６月２４日
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